
216

第３章◆家計を取り巻く環境の変化と人間力強化に向けた課題

第１節■雇用の変化とその影響

¡今回の景気回復局面においては、人件費削減を目的とした企業のリストラを背景に、

パートタイム労働者のほか、派遣社員や契約社員など、様々な形態の非正規雇用が

増加。ただし、景気回復が続く中で、正規雇用についても回復の兆しが見られる。

¡若年の非正規雇用者等が増加している。これらの者が若年期において職業能力を蓄

積できない点は、将来の我が国経済に与える影響も懸念され、対応が必要。

第２節■職業能力の取得という観点から見た人間力強化に向けた課題

¡内閣府の個人アンケートの結果によると、職業能力取得の観点からの人間力強化に

おいては、就労前の学校教育や就労後の職業教育訓練の役割は重要。

¡企業がリストラを進める中、企業の職業教育訓練に対する役割は変化し、個人の役

割が高まる傾向。今後の人間力強化に向けては、就労前の学校教育における職業教

育訓練を強化するとともに、就労後の職業教育訓練機会を整備することが重要。

第３節■家計からみた経済的格差

¡経済統計データをもとに把握できる所得格差は、統計上は全体として緩やかに拡大。

これは、世帯人員数の縮小や高齢者世帯の増加などが寄与している部分が大。

¡単身世帯を含めた総世帯のジニ係数は99年から2004年にかけてわずかながら縮小。

これは、平均所得の低下のなかで所得分布集中の可能性。低所得者層に対しては就

労支援などの自立支援施策を実施することにより対応。

¡最近は、若年層において所得格差や労働所得格差が拡大。こうした動きは若年層の

雇用情勢、あるいは非正規雇用の増大と関係している可能性があり、格差の観点か

らも配慮が必要。

第４節■家計部門の環境変化と政策の対応

¡企業部門から家計部門への景気回復の波及が続いているものの、雇用形態の多様化、

若年層の雇用情勢など家計を取り巻く環境変化には厳しいものがあり、支援が必要。

¡非正規雇用から正規雇用への転換を容易にするような対応や、職業教育訓練などの

積極的雇用政策により、労働者が自らの意欲でよりよい雇用状態への移行に向けて

努力することに対する支援が重要。

第５節■まとめ

（略）
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